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１． はじめに 

積雪寒冷地では、冬の暮らしを維持するために除雪・排

雪が必須である。流雪溝は、除雪した雪を投げ入れて流水

で河川まで移動処理するインフラである（図１）。 
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地区（図２）には、地区内を通る国

道、道道、町道の一部に、沿道住民による投雪を前提とし

た流雪溝が平成9年度に整備された。しかしながら、近年

急速に進展した少子高齢に伴う人口減少により、投雪作業

に対する住民の負担感が増すだけでなく、作業そのものが

行われていない状況も散見され、流雪溝を利用した除排雪

システムの持続的な運用が困難になっている。 

本稿では、課題解決のため、地域住民が主体となって取

り組んでいる流雪溝を活用した投雪ボランティアや雪国に

しかないインフラである流雪溝を活用した観光（インフラ

ツーリズム）の取組を紹介した上で、今後の展望について

記す。 

図１ 流雪溝の構造 
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地区流雪溝の概要 

２．１ 苫前町の少子高齢化 

北海道北部に位置する苫前町は、かつてニシン漁及び造

材業で栄え、現在は風の強い地域性を活かして、風力発電

をはじめとする再生可能エネルギー自給率は 535.8％で全

国 9 位となっている。一方で人口減少は年々続いており

（図３）、令和 4年 9月には 2,858人（苫前町住民基本台

帳）と流雪溝が整備された平成 9年度に比べ約 4割減少し

ている。また、65歳以上の人口割合も 4割を超えており、

少子高齢・人口減少社会に直面している。 

図２ 苫前町の位置図 

 

２．２ 流雪溝の概要 

 流雪溝は投雪された雪を流水で流す仕組みであるため、

行政による運搬排雪作業が不要となる。また、沿線住民が

各自で流雪溝に投雪するため、沿道に雪が残らず、非積雪

期と同様の道路空間を作り出すことが可能である。 

 流雪溝整備の選定基準は、地域の沿線住民が投雪に協力

することが条件となっていた。そのため、流雪溝整備区間

では行政による車道の除雪は行われるが、歩道の除雪及び

車道除雪によって路肩や歩道に堆積した雪の排雪は行われ

ない。 

 つまり、流雪溝整備区間は沿道住民による歩道除雪・投

雪が適切に行われることを前提として、除排雪の機能を果

たす仕組みとなっている。 

 

 

図３ 苫前町の人口の推移 ※出典：国勢調査より 

 

※１ 留萌開発建設部道路計画課 ＊２ 苫前町まちづくり企画代表 ＊３ 一般社団法人シーニックバイウェイ支援センター  



３．苫前町流雪溝の課題 

３． １ 少子高齢・人口減少の影響 

流雪溝整備区間では空き地・空き家の増加、高齢化に

よる投雪作業そのものの負担などから、未投雪箇所が増

えている。その結果、歩道の閉塞や車道の視認性低下が

発生している（写真１）。近年の少子高齢・人口減少の

影響により、沿道住民による投雪作業という流雪溝の前

提が崩れ始めている。 

写真１ 雪で歩道が塞がった状況 

平成 28年 2月 10日 

 

３．２ ライフスタイルの変化による影響 
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地区流雪溝の運用ルールでは、河川から

取水できる水量の制限により１日の利用時間に制限・制

約があることから、投雪時間は30分と決められている。

この決められた時間帯や時間内に投雪作業を終えなけれ

ばならないというルールが、高齢者や勤め人にとって十

分な投雪時間となっていない。流雪溝を整備した当時は

自営業を主体とした地域だったものが、時間の経過とと

もに勤め人の割合が多くなるなど、地域住民のライフス

タイルの変化が流雪溝の有効性を低減させている。 

 

４．課題克服への取組 

 地域住民による任意団体「苫前町まちづくり企画」は、

苫前町で生じている様々な地域課題の解決を目指すべく、

平成27年度から地域住民による地域活性化、地域再生の

取組を始めている。取組の一つとして有効性が低減して

いる流雪溝の課題克服についても取り組んでいる。次項

にその取組を記す。 

４． １ 流雪溝に関する地域のニーズ調査 

流雪溝に対する沿道住民の利用実態や利用意向を確認

するため、平成27年度に流雪溝整備区間の沿道住民を対

象とした流雪溝に関するニーズ調査を行った（図４）。

調査結果は小西ら（2017）1）が詳しい。 

結果、沿線住民の約6割が「今後も流雪溝が必要だと思

う」と回答しており、地域住民にとって必要な施設とい

う認識があることが分かった。一方で、流雪溝で困って

いる点として「投雪作業が体力的に困難」、「投雪沿時 

図４ 沿道住民へのニーズ調査（抜粋） 

 

間が自分の生活時間に合わない」、「投雪時間が短い」

という点があげられ、前章の課題と合致する結果であっ

た。 

４．２ 流雪溝を考える会の設置 

「苫前町まちづくり企画」は流雪溝利用に関わる課題

をはじめとする冬の困りごとに加え、冬の暮らしの中に

新しい価値を見出すことを目的とする「流雪溝を考える

会（道路管理者、流雪溝管理運営協議会、沿線住民で構

成）」を平成28年10月に設置し、これまでに計6回の勉強

会を開催した（表１）。前項のニーズ調査の結果を踏ま

えた意見交換のほか、平成31年1月には上村靖司氏（長岡

技術科学大学教授）による「越後雪かき道場」の除雪ボ

ランティアの取組や「利雪」の考えに基づいた地域活性

化、令和元年12月には篠原靖氏（跡見学園女子大学准教

授）によるインフラツーリズム造成について講義いただ

く事で、流雪溝の課題解決策のみならず積雪寒冷の環境

を活用した地域振興の方策についての知見も得た。 



表１ 「流雪溝を考える会」開催概要 

年月 主な内容 主な参加者 
参加

人数 

H28年

10月 

会の設置目的の共有、流

雪溝利用における課題に

ついて意見交換 

町・国の道路管理

者、流雪溝管理業

者、沿道住民 

8名 

H29年 

1月 
アンケート結果の説明 

町・国・道の道路管

理者、管理運営協議

会、流雪溝管理業

者、沿道住民 

16名 

H29年 

6月 

H28年度取組成果の共

有、各関係者から課題解

決に向けた意見交換 

H28年1月の参加者に

加え、社会福祉協議

会、苫前町地域おこ

し協力隊 

14名 

H30年 

1月 

域外ボランティアの確保

よりも地域内ボランティ

アの充実を最優先課題と

することを確認 

H29年6月の参加者と

同じ 
14名 

H31年 

1月 

上村氏の講演をもとに

「利雪」の発想をボラン

ティアに組み込む方向性

を確認 

H30年1月の参加者に

加え、地元農漁協、

増毛町観光協会 

13名 

R1年 

12月 

篠原氏の講演をもとに

「インフラツーリズム」

の発想をボランティアに

組み込む方向性を確認 

H30年1月の参加者に

加え、シーニックバ

イウェイルート団

体、地元旅行会社、

地元高校教諭 

32名 

 

４．３ 流雪溝の運用ルールの改善 

前述したニーズ調査の結果を踏まえ、「流雪溝を考え

る会」の中で議論し、令和3年度より投雪時間の見直しを

行うこととなった。平日は一律1日1回30分だった投雪時

間を、利用世帯の多い流雪溝の経路に投雪時間を多く配

分し、1日2回投雪（朝7時～9時台までの30分、10時～12

時台までの20分）にルールが変更された。投雪時間が1日

の間で分散されることから、ライフスタイルの多様化に

も対応でき、沿道住民の投雪作業の自由度が高まった。

結果、沿道住民全体の投雪量も増えた（写真２）。 

４．４ 投雪ボランティアの取組 

 投雪作業が困難な高齢者住宅前や空き地・空き家前の

歩道で未投雪となっている箇所は、雪山で歩道が塞がっ

ている。「流雪溝を考える会」はこの雪山を崩し、流雪

溝に投雪をするボランティア（図６）を町内外から募集

した。町外からの投雪ボランティアの募集にあたっては、

これまで他地域で除雪ボランティアツアーの企画実績が

ある（一社）シーニックバイウェイ支援センターと連携

し、ボランティア活動を通じた都市農村交流を図るとと

もに、交流人口の創出による地域活性化を目的として、

主に札幌市をはじめとする都市部から募集した。 

これまでに実施した投雪ボランティアの実績を表２に

示す。詳細については山木ら（2018）2）が詳しい。 

平成29年、平成30年は札幌市内の旅行会社と連携し、

投雪ボランティアを企画旅行として参加者を募ったが、 

写真２ 運用ルール改善前後の様子 

図６ 投雪ボランティアの流れ 

 

表２ 投雪ボランティアの開催時期と主な参加者 

 

当該地区は札幌圏から遠方ということもあり、平成30年

は町外からの参加者が減少し、参加人数に恵まれなかっ

た。そこで、令和2年1月においては「ボランティアツア

年月 主な参加者 参加人数 

H28年

2月 

まちづくり企画（町内商工業者、農漁

業従事者）、町役場職員、支援センタ

ー職員 

9名 
（うち、3名

町外参加） 

H29年

2月 

まちづくり企画、町役場職員、支援セ

ンター職員、ボランティアツアー参加

者 

35名 
（うち、17名

町外参加） 

H30年

2月 

まちづくり企画、町役場職員、支援セ

ンター職員、ボランティアツアー参加

者、道路管理者、町内主婦、社会福祉

協議会職員 

18名 
（うち、8名

町外参加） 

H31年

1月 

まちづくり企画、町役場職員、支援セ

ンター職員、道路管理者、社会福祉協

議会職員 

13名 
（うち、5名

町外参加） 

R2年 

1月 

まちづくり企画、町役場職員、支援セ

ンター職員、道路管理者、社会福祉協

議会職員、インフラツーリズムツアー

参加者 

25名 
（うち、9名

町外参加） 

  

運用ルール改善前 
平成29年1月27日 

運用ルール改善後 
令和4年2月7日 



ー」から「インフラツーリズムツアー」への転換を図る

試行的ツアーを行った。その概要を次節に記す。 

４．５ インフラツーリズムツアーの取組 

「インフラツーリズムツアー」への転換は、福祉的な

観点が色濃くある「ボランティアツアー」から、流雪溝

という極めて日常的なインフラを観光資源として積極的

に活用していこうというものであった。 

地元の旅行会社と協働でツアーを企画し、流雪溝への

投雪作業を体験してもらうだけではなく、流雪溝の取水

ポンプ室や監視室といった普段目にする事の無い施設の

見学をツアーに組み入れた。雪国にしかない流雪溝の仕

組みや魅力を知ってもらい、より投雪体験を楽しんでい

ただくことを目的としたためである。また、地域の人々

との交流や浜焼きといった食文化に触れてもらうことで

冬の暮らし全般を参加者と共有する「暮らしぶりの映し」

を体現するツアーとした（写真３・写真４）。 

流雪溝というインフラに投雪作業という形で参加者が

スポーツ感覚で関与できるという体験機会（付加価値）

を与え、インフラを軸とした周辺の地域資源と連動させ

ることで、地域経済にも好影響を与える企画旅行とした。 

 

 
 

写真３ 流雪溝インフラツーリズムの様子 

（左：取水ポンプ室の見学、右：浜焼きの様子） 

 

  
写真４ 流雪溝インフラツーリズムの様子 

（左：投雪作業中、右：投雪後） 

 

４．６ 新型コロナウイルスの影響と今後の取組 

令和２年度以降、新型コロナウイルスが蔓延し、投雪

ボランティアを実施することができなかったため、道路

には取組開始前と同様の雪山が点在する状況に戻った

（写真５）。このことは投雪ボランティアの意義をより

際立たせた結果ともいえる。徐々に行動制限が緩和され

ている状況の中、今冬は政府・北海道の指針や除雪ボラ

ンティアに関わるガイドライン（諸橋ら， 2021）3）等に

準じながら投雪ボランティアの再開が待たれる。 

写真５ コロナ禍で雪山が点在する道路状況 

令和3年2月6日 

 

５．おわりに 

本稿では流雪溝の課題を解決するため、地域が主体と

なって取り組んでいることを紹介した。豪雪地帯におい

て定住環境を構築していくためには、冬の暮らしの質を

維持することが重要である。そのためには、流雪溝も時

代や実情に即した活用をしていくべきである。投雪許容

量の関係上、スノーダンプなどの人力投雪を想定して整

備された流雪溝であるが、機械投雪の併用のほか、DXの

推進などにより、住民の負担軽減が図られる環境を創り

出すことも重要であると考える。 

また、流雪溝というインフラを機能させるには地域コ

ミュニティが機能していることが前提になる。いくらイ

ンフラが整備されていても、それを使いこなす地域社会

が成熟しない限り流雪溝は本来の機能を発揮できない。

このことから、流雪溝は極めて人間活動に依存したイン

フラであり、コミュニティの協働性のあり方を問いかけ

るインフラであるといえる。平成9年の供用から20年以上
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地区流雪溝は、雪対策施設として

の役割に加え、地域を活性化させる役割を与えられつつ

ある段階にあるともいえる。 
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